
主 要 事 業 の 概 要

活力あるしまねⅠ
１．ものづくり・ＩＴ産業の振興

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

1 しまねのものづくり 242,215 ○生産・製造技術の課題解決のために技術 商工労働部

[産業振興課]産業活性化プロジェ アドバイザーの派遣や技術革新に対応し

[雇用政策課]クト た試作・開発支援や人材育成など、もの

づくり企業を支援

①しまねのものづくり高度化支援事業

県内製造業の競争力強化を図るため、

経営管理や技術力の強化を支援

②新ビジネスモデル構築・連携支援事業

人材育成・技術移転・新たな取引関係

構築のため、県外企業への人材派遣を

【 】支援 経済対策

③技術革新支援総合助成事業

・ものづくり企業の技術革新や取引拡

大のための試作開発・技術開発に助

【 】成 新規

・大学、高専の技術シーズ活用や企業

の事業化に向けた研究開発に助成

④ものづくり産業中核人材育成支援事業

技術革新に対応した付加価値の高い製

品の製造や次世代技術に対応できる中

小企業の技術者を養成するための研修

【 】を実施 新規

⑤戦略的取引先確保推進事業

県内企業の販売力強化を図るため、首

都圏等の県外市場開拓を支援

⑥ものづくり産業販路開拓緊急支援事業

機械金属製造業の受注拡大を支援する

ため、しまね産業振興財団が首都圏等

での独自商談会等を実施

【 】経済対策

⑦しまね産学官連携促進支援事業

県内企業の製品開発力等の強化に向

け、大学の持つ研究成果等の発表会、

セミナーの開催等により産学官連携を

促進



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

2 しまねＩＴ産業振興 155,303 ○県外市場からの業務獲得を目的として、 商工労働部

[産業振興課]事業 人材・技術力・企業の集積による競争力

強化を図るとともに、情報発信と販路拡

大支援を実施

①Rubyビジネスモデル研究実証事業

顧客の満足度を高めるための業務シス

テムの開発手法を実証

【 】新規・経済対策

②ＩＴ産業新技術研究開発助成事業

県内企業・大学等の研究開発に対する

【 】助成 経済対策

③Ruby利用開発促進事業

県基幹系システムでのRuby活用の研究

【 】経済対策

④Ruby導入促進支援事業

県内市町村等の情報システムにおける

Ruby導入に対する助成

【 】経済対策

⑤Ruby技術会議開催事業

先進的な利用事例、技術情報を発信す

るための国際的なイベントを開催

【 】経済対策

⑥しまねＩＴビジネス拡大支援事業

県内ＩＴサービスの情報発信や新ビジ

ネス等に関する講習・研究会を開催

【 】経済対策

⑦ＩＴ人材育成支援事業

OSS、Ruby講座や学生Ruby合宿の開催

等



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

3 新産業創出プロジェ 298,357 ○競争力のある新技術や新素材を活用した 商工労働部

[産業振興課]クト 新事業展開を実現・拡大するため、事業

化に向けた企業との共同開発と市場開拓

等を推進

①新産業創出戦略構築事業

専門家による助言、指導等のもと、技

術開発、技術移転、知財活用等につい

ての戦略を構築

②熱制御システム開発プロジェクト

高熱伝導材料について、県内での事業

化を目指す企業との共同研究開発と、

開発材料のさらなる品質の向上に向け

た研究開発及び市場開拓支援を実施

③新エネルギー応用製品開発プロジェク

ト

色素増感太陽電池について、県内での

事業化を目指す企業との共同研究開発

と、さらなる性能の向上に向けた研究

開発及び市場開拓支援を実施

④機能性食品産業化プロジェクト

県内農林水産物を活用した産学官連携

による機能性食品の研究開発と集約販

売、全国規模の展示会への出展等によ

る販路拡大支援を実施

⑤プラズマ熱処理技術開発プロジェクト

プラズマ熱処理技術を活用して事業化

した企業の事業拡大への支援と県内企

業へのさらなる技術移転及び人材育成

を実施

⑥ＩＣＴ技術開発プロジェクト

デジタルコンテンツ開発技術を活用し

た県内外企業の連携による事業展開の

促進と企業誘致に向けた人材育成を実

施



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

4 新規 新産業創出ファンド 100,000 ○新産業創出プロジェクトの事業化の加速 商工労働部

[産業振興課]造成事業 や県内企業の新製品の開発、新事業の開

拓などによる新分野進出を促進するた

め、投資ファンドを組成

［概 要］

・出資総額：５億円程度

（内訳）県１億円、金融機関４億円程度

・ファンド形態：投資事業有限責任組合

を設立

・投資期間：１０年間

・投資上限額：１億円／企業

5 企業誘致のための各 制度拡充 ○ソフト産業の立地を推進するため、企業 商工労働部

[企業立地課]種助成制度 立地優遇制度をソフト産業の投資形態に

則し、かつ他県との競争力のある制度に

拡充

［主な改正の内容］

①企業立地促進助成金

［ソフト産業］

・認定要件から投資要件を撤廃

・増加雇用従業員数２０人以上の場合

は助成率：２０％（現行１５％）

②ソフト産業家賃補助金

・補助率：１／２以内

（現行１／３以内）

○県営工業団地への立地促進を図るため、

地中埋設方式による整備が必要なソフト

ビジネスパーク島根において、特別高圧

電力配電設備を設置する場合の企業負担

金に対する助成制度を創設

①特別高圧電力配電設備設置費補助制度

【 】新規

・対象団地：ソフトビジネスパーク島根

・対象経費：２０ｋｖ以上の配電設備を

設置する場合の電気事業者

への工事費負担金

・補助率：１／２以内

・補助限度額：５０，０００千円



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

6 県単中小企業設備貸 制度拡充 ○受注競争の激化等の現状から、中堅中小 商工労働部

[中小企業課]与制度 企業の受注能力を高めるため、最新設備

等の導入支援を目的として県単設備貸与

制度を拡充

・改正内容

特利枠：貸与限度額、償還期間の改正

一般枠：H22年度の制度として新設

7 経済 建設産業経営革新促 119,116 ○建設産業の経営の多角化・新分野進出な 土 木 部

[土木総務課]対策 進事業 どの経営革新に向けた取組を支援

[技術管理課]【事業内容】

・建設産業総合相談事業

・経営改善アドバイザー派遣事業

・新分野進出支援事業助成金

新分野進出のための初期調査、販路拡

大・事業拡張のための調査費用への助

成

・補助率：２/３（上限：700千円）

・新分野進出促進事業補助金

新分野進出、事業拡張のための初期投

資への補助

・補助率：１/３(上限：4,000千円)

など

【制度概要】

区　　分 　　　 【新設】一般枠

対象企業 同　左

（要　件）  （経営革新計画等承認が必要） （経営革新計画等承認は不要）

資金使途   県内に設置する新品の設備 同　左

貸与限度額 ［現行］6千万円 　　［改正］1億円 同　左

償還期間 ［現行］７年以内 ［改正］
１２年以内(但し、貸
与額6千万円以下の場
合は、７年以内)

同　左

割賦損料率 １．９０％／年

保証金 同　左

１．７５％／年

　 借入額の５％

【改正】特利枠

　従業員300人以下の企業


